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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 公立保育所運営費

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 111,720 125,032 124,456 1,887 ▲ 426 125,917 14,197

財

源

内

訳

国 6,552 1,798 7,646 1,094

県 23,415 12,570 9,923

7,646

9,923 ▲ 13,492

市債 0

その他 58,852 68,076 66,577 66,577 7,725

一般財源 22,901 42,588 40,310 1,887 ▲ 426 41,771 18,870

事業

概要

市内3箇所の公立保育所を運営するための経費。入所児童の保育材料

費や給食材料費、臨時的任用保育士の人件費や施設管理費など。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

保護者が就労や疾病等の理由により、家庭での保育が困難な場合に、保

護者に代わり適切な環境のもと心身ともに健やかに成長するよう 保育を

行い、児童福祉の向上を図る。

その他

現状と

背景

現在、市内には保育所(園)が10園ある。そのう ち3園が公立保育所であ

り、定員は350人となっている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 私立保育園特別保育等事業補助金

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 27,842 56,089 38,881 38,881 11,039

財

源

内

訳

国 0

県 11,628 27,675 18,052 18,052 6,424

市債 0

その他 0

一般財源 16,214 28,414 20,829 20,829 4,615

事業

概要

延長保育や障害児保育等の特別な保育サービスを実施する私立保育園

に対し、経費の一部を助成する。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

私立保育園において、保護者の勤務形態の多様化等による保育ニーズ

に柔軟に対応するため、多様な保育サービスを実施している場合に、そ

の経費の一部を助成することで安定した保育サービスを確保する。

その他

現状と

背景

私立保育園に対しては、運営費として国庫基準により委託料を支出して

いるが、延長保育等の特別保育に係る経費について当事業で助成して

いる。



10

3

2

2

会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 病児・病後児保育事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 4,945 5,128 4,945 4,945 0

財

源

内

訳

国 0

県 3,196 3,196 3,078 3,078 ▲ 118

市債 0

その他 200 265 327 327 127

一般財源 1,549 1,667 1,540 1,540 ▲ 9

事業

概要

病気の回復期等の保育所入所児童を対象として、保護者が家庭で保育

できない場合に、看護師を配置した専用施設で保育する。済生会境港総

合病院に委託して実施。定員は4人。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

子どもが病気だが、保護者が仕事等でどう しても家庭で看護できない場

合に、看護師を配置した専用施設で保育することで、仕事と子育ての両立

を支援する。

その他

現状と

背景
境港済生会総合病院に委託し、平成２０年度から事業を開始している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 一時預かり事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 安心こども基金

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 318 440 440 440 122

財

源

内

訳

国 166 ▲ 166

県 0 83 196 196 196

市債 0

その他 152 10 48 48 ▲ 104

一般財源 0 347 196 196 196

事業

概要

保護者の仕事や疾病等の理由で、一時的に家庭での保育ができない場

合に、公立保育所において未就園児童を保育する。(平成26年度から3

歳未満児も対象とする)
今年度

見直し

事 項

事業

目的

保育所を利用していない家庭においても、保護者の疾病や災害等によ

り、一時的に家庭での保育が困難となる場合がある。こう した保育需要に

対応するため、保育所において児童を一時的に保育することで、安心して

子育てができる環境整備を図る。

その他

現状と

背景

�平成20年度から全公立保育所で一時預かりを開始した。 私立保育園で

は、概ね１歳以上の幼児の一時預かりを行っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 保育所施設整備事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 689 3,013 3,097 ▲ 1,407 1,690 1,001

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 689 3,013 3,097 ▲ 1,407 1,690 1,001

事業

概要
良好な保育環境の維持するため保育所の施設整備を行う 。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

保育所の施設整備を推進し、児童が快適で安全に過ごせる保育環境を

維持する。

その他

現状と

背景

老朽化した保育所備品は更新し、設備については専門業者の点検結果

をもとに、修繕・整備を行っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 保育所地域活動事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 81 81 81 81 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 81 81 81 81 0

事業

概要
地域住民を講師に迎え、地域との交流を促進するための活動指導。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

地域住民を講師に迎えることで、地域との交流を図り、地域に密着した保

育所運営を推進する。また、保育所の地域活動として、「夢みなと子どもま

つり」や「市民余芸大会」といった地域イベントでその成果を披露する。

その他

現状と

背景

市内の保育園(所)の年長児童が、地域の講師により年間を通じて合唱や

トランポロビクスの指導を受け、地域のイベントに参加している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 私立保育園運営費

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 673,472 690,625 661,608 661,608 ▲ 11,864

財

源

内

訳

国 250,149 259,109 262,194 12,045

県 118,663 140,386 135,252

262,194

135,252 16,589

市債 0

その他 136,987 146,338 135,910 135,910 ▲ 1,077

一般財源 167,673 144,792 128,252 128,252 ▲ 39,421

事業

概要
�私立保育園に対する運営委託料。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

私立保育園の園運営に必要な経費を乳幼児の年齢や人数に応じた国庫

基準額で算定し、運営委託料として支出することで、私立保育園の園児

が、適切な環境のもと、心身ともに健やかに保育されることを保障する。

その他

現状と

背景

現在、市内には保育園(所)が１１園あり、そのう ち６園が私立保育園であ

�る。 定員は６園で４４０人
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 日本スポーツ振興センター共済掛金(保育所)

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 124 123 123 123 ▲ 1

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 78 78 78 78 0

一般財源 46 45 45 45 ▲ 1

事業

概要
児童の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）に対して災害共済給付を行う 。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

児童の災害、事故等に対して医療費等を給付することで、児童の健康の

保持・増進に資する。

その他

現状と

背景
保護者による共済掛金の一部負担と併せて当共済に加入している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 鳥取県子ども家庭育み協会負担金

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 15 15 15 15 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 15 15 15 15 0

事業

概要

当協会は、県内の認可保育所の保育士で構成され、保育事業に関する

調査・研究及び研修を行っている。その活動を支援するための負担金。 今年度

見直し

事 項

事業

目的
当協会の活動を支援することで、保育士の資質の向上を図る。

その他

現状と

背景

保育士が当協会が主催する障害児保育研修や保育実技研修等に多く

参加している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 鳥取県人権保育連絡会会費

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 19 19 19 19 0

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 19 19 19 19 0

事業

概要

保育所(園)における人権意識の高揚を図るため保育士研修等を行う 連

絡会の会費。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

当連絡会に加入することで、人権保育に係る全国的な取組や県内の取組

状況の情報提供を受けたり、保育士が研修に参加し、もって人権保育の

推進・発展に資する。

その他

現状と

背景
人権保育に係る全国及び県内の研修に保育士が参加している。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 私立保育園緊急整備事業補助金

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別 補助

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 15,288 15,000 29,412 29,412 14,124

財

源

内

訳

国 0

県 7,644 10,000 19,607 19,607 11,963

市債 0

その他 0

一般財源 7,644 5,000 9,805 9,805 2,161

事業

概要
安心こども基金を活用し、私立保育園の施設修繕等に対して補助する。

今年度

見直し

事 項

事業

目的

安心こども基金を活用し、認可保育園である民間保育園の老朽化した園

舎等を改修する。

その他
安心こども基金の補助割合は、県

1/2、市1/4、事業者1/4である。
現状と

背景

子ども・子育て支援新制度が施行する平成２７年度までは、安心こども基

金は継続される見込みである。
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 社会福祉法人指導監査実施事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 43 14 14 14 ▲ 29

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 43 14 14 14 ▲ 29

事業

概要

社会福祉法人に対する指導監査や許認可などの所轄庁権限が平成25

年4月1日から県より市へ委譲されることにより、市が実施することとなる社

会福祉法人の監査等を実施する事業。
今年度

見直し

事 項

事業

目的

社会福祉法人に対する指導監査や許認可などの所轄庁権限が平成25

年4月1日から県より市へ委譲されることにより、市が実施することとなる社

会福祉法人の監査等を実施する事業。

その他

現状と

背景
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会計 一　般　会　計 所管課 子育て健康推進課

款 民　生　費
事業名 公立保育所改修事業

項 児童福祉費

目 保育所運営費 補助単独の別

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 140,000 0 133,000 133,000 133,000

財

源

内

訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0 119,700 119,700 119,700

一般財源 0 140,000 0 13,300 13,300 13,300

事業

概要

地域の元気臨時交付金を活用し、老朽化した公立保育所園舎内外の施

設整備を行う 。 今年度

見直し

事 項

事業

目的

地域の元気臨時交付金を活用し、老朽化した公立保育所園舎内外の施

設整備を行う 。

その他

改修実績：外江保育園・あまりこ保

育園（平成２４年度）、あまりこ保育

�園・美哉幼稚園（平成２５年度） 改

修予定：栴檀保育園・つばさ保育園

（平成２６年度）
現状と

背景

私立保育園は安心こども基金等を活用し、施設修繕等があるが、公立保

育所は対象とならないことから、施設の老朽化が目立ってきている。地域

の元気臨時交により老朽化した施設の整備を行い、私立との均衡を保ち

たい。


